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確定申告・住民税申告の受付案内 
 

 

｢所 得 税 及 び 住 民 税 申 告 ｣を 受 付 し ま す 。  

申 告 は 昨 年 １ 年 間 （ １ 月 か ら １ ２ 月 ま で ）

の 所 得 を 算 出 し 、税 額 を 計 算 す る も の で す 。 

申 告 に 必 要 な 書 類 な ど は 早 め に 準 備 し て

下 さ い 。  

 申 告 の 日 程 表 は 裏 面 に あ り ま す 。  

 
 

問 合 せ先  

新 冠 町 役 場  税 務 課 税 務 グループ 

電 話  ０１４６－４７－２１１５ 

ＦＡＸ ０１４６－４７－２４９６ 



 給与所得の源泉徴収票イメージ                  

・・・・・わすれずにお持ち下さい・・・・ 
 
 
 

公的年金等の源泉徴収イメージ

 
・年金収入がある方はこちらをお持ちください。 

年金額と源泉徴収税額、社会保険料が確認できます。

・医療費控除や生命保険料控除がある方は、必要書類

をお持ちください。 

・給与所得者はこちらをお持ちください。 
・職場で年末調整をされた方は確定申告の必要はありませ

ん。 
・社会保険料控除（※）や医療費控除、生命保険料控除、

住宅借入金等特別控除などがある場合は、必要な書類を

あわせてお持ちください。 
 
 
※社会保険料控除とは以下のものです。 

保険料 国民健康保険 
後期高齢者医療保険 
介護保険 
社会保険 

年金基金 国民年金 
厚生年金 

掛金 共済組合 
農業者年金 

 

 
公的年金のみの受給者で、一定金額以上を受給するときには所得税が源泉徴収されているので、確定申告を行って税金の過不足を清算する必要があります。 
ただし、下記の１、２のいずれにも該当する方は確定申告不要制度の対象となり、確定申告をする必要がありません。 

年金受給者の確定申告不要制度について 

１ 公的年金等の収入金額の合計額が４００万円以下であり、かつ、その公的年金等の全部が源泉徴収の対象となる。 
２ 公的年金等に係る雑所得以外の所得金額（※）が２０万円以下である。 

・公的年金等の収入金額の合計が４００万円以下でも、その他の所得が２０万円を超える人。 

・公的年金等から所得税が源泉徴収されている人で、各種控除が増えるため所得税の還付が受

けられる可能性がある人。   が考えられます。 

上記により、確定

申告が必要な方は 

　 令和　年分　公的年金等の源泉徴収票 令和



確定申告Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ1 確定申告って、どんな人がする必要があるのですか？ 

 ⇒ そもそも確定申告とは、その人の一年間の収入にあわせて所得税をいくら納めるか

計算し、過不足を精算するものです。  

ただし、サラリーマンの場合は、サラリーマンの確定申告と言われる「年末調整」

で計算をしていますので、不要なケースがほとんどです。 

では、具体的に『必要な人』はどんな人でしょうか？ 

簡単に言うと次のような人になります。 

①自分で商売（事業）をしている人 

      ②自分の持っている不動産を貸している人 

      ③サラリーマンの人で次に該当する人 

        ○給与の収入金額が 2,000 万円を超える人 

        ○２ヶ所以上のお勤め先から給与をもらう人（もらった人）で、年末調

整で所得税の精算ができていない人 

        ○医療費が多額にかかった人 

        ○新たに住宅の購入や一定の増改築をした人で、住宅借入金等特別控除

を受ける人 

        ○生命保険会社などから、満期金や一時金を受け取った人 

（すべての人ではありません。） 

        ○年金をもらっている人で所得税の精算がすんでいない人 

       

ほかにもありますが、疑問の場合は税務課へ連絡して下さい。 

 

Ｑ２ 確定申告が必要となった場合、いつまでにすればいいですか？ 

⇒ 令和元年分の確定申告は、令和 2 年２月１2 日から同年３月１6 日までに

して下さい。 

また、税金を納める必要がある人は３月１6 日までにこれを納めます。 

○役場で申告をする場合 

税金を返してもらう還付申告の提出は１月から受付可能ですが、新冠町

は１月２8 日（火）からとしています。 

 ※詳しくは最終ページの日程表をご覧ください。 

  ○税務署へ直接の場合  

提出の方法は税務署に直接出向くのが原則ですが、郵送でも提出することができ

ます。この場合、消印が３月１6 日まででなければ、期限までに申告したことには

なりません。 

税金の納め方は、銀行での納付や、口座振替があります。 

  



 

Ｑ３ 期限までに提出できなかったときはどうすればいいですか？ 

⇒ 期限は必ず守るようにしてください。 

    ただし、万が一にも遅れてしまったときでも「期限後申告」をすること

はできます。 

    しかしながら申告の結果、税金が返ってくるのではなく、納める必要が

ある人は、３月１6 日までに申告または、納税しなかったことによる加算

税などがかかる場合がありますのでご注意ください。 

 

Ｑ４ 申告するときに間違いやすいことはありますか？ 

⇒ よくある間違いは、次のとおりです。念のためにご確認ください。 

 

【医療費控除の計算まちがい】 

 １．出産にともない受給した出産育児一時金や、そのほか受給した高額療養費

や生命保険会社からの入院給付金などは医療費の合計から差し引きます。 

 ２．医師の指示によらない差額ベッド代は医療費控除の対象として計算できま

せん。 

 ３．マッサージやハリ代を医療費控除の対象として計算するには条件がありま

す。 

 

【生命保険会社などから受け取った満期金などの申告もれ】 

生命保険会社などから、満期金や一時金を受け取ったときは、その収入が一 

時所得として申告する必要がある場合があります。 

生命保険会社などからの書類で、きちんと確認しましょう。 

 

Ｑ５ こんな方々も・・・・ 

⇒ 年度途中に退職しその後再就職していない方 

令和元年中に退職し再就職していない人は、会社で年末調整をおこなっていない

ので自分で確定申告をする必要があります。 

所得税や住民税は「年間通して幾らになるから、毎月にならした金額の税金を納

めて下さいね」という仕組みになっているので、支払い過ぎている場合が多いです。 

退職時に受け取った「源泉徴収票」を持参して頂き、還付申告をすると払い過ぎ

た所得税が戻ってくることがあります。 

    還付額が数百円から数千円の方も多いですが、毎年多くの方々が申告をせず、還 

付を受けておりません。 



Ｑ6 申告書を提出するために必要な書類は何ですか？ 

申告する内容によって変わりますので、代表的なものを簡単に紹介します。 

全ての人 
印かん 

※認め印は可、シャチハタは不可 

商売（事業）をしている人や、 

不動産の貸付をしている人 

・青色申告者は青色申告決算書 

・白色申告者は収支内訳書 

給与による収入がある人 ・給与所得の源泉徴収票（原本） 

公的年金等をもらっている人 ・公的年金等の源泉徴収票（原本） 

還付金のある人 
・本人名義の口座がわかるもの 

[通帳またはキャッシュカード] 

退職所得以外の所得金額の合計

額が 2,000 万円を超える人 

・財産債務調書（3 億円以上の財産又は 1 億円

以上の国外転出特例対象財産がある場合のみ） 

生命保険料 

地震保険料をかけていて、控除を

受ける人 

生命保険料控除証明書・地震保険料控除証明書 

[保険会社から送られてくるものです。] 

[サラリーマンが、既に年末調整の際に控除を受

けているときは必要ありません。] 

小規模企業共済等掛金をかけて

いて、控除を受けるひと 

小規模企業共済控除証明書 

[サラリーマンが、既に年末調整の際に控除を受

けているときは必要ありません。] 

医療費が多額にかかり、控除を受

ける人 

・医療費控除の明細書：様式別紙 

（医療費の通知にて作成する場合には、医療費の

通知の原本） 

        又は 

・医療費の領収書（原本） 

住宅借入金等特別控除を受ける

人(この控除を受ける最初の年分）

新築家屋を取得した方 

1.住宅借入金等特別控除額の計算明細書 

2.土地・家屋の登記簿謄(抄)本 

（登記事項証明書） 

3.売買契約書などの写し 

4. 金融機関等から交付を受けた住宅取得資金に

係る借入金の年末残高等証明書 

 



注意点 

 

障 害 年 金 や 遺 族 年 金 受 給 者 で 国 民 健 康 保 険 加 入 者★ に

つ い て は 町 の 住 民 税 申 告 が 必 要 と な り ま す 。  

国 民 健 康 保 険 税 を 計 算 す る 際 に 所 得 が ０ 円 で あ る こ と が 証 明 さ れ な い 場

合 は 軽 減 の 計 算 が さ れ な い こ と が あ り ま す の で 、 申 告 す る こ と を お 勧 め し ま

す 。  

★ 確 定 申 告 書 に は 、 以 下 の 確 認 が 必 要 で す 。  

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

☆個人番号カードを持っていない場合 

個人番号カードを 

持っている場合 

 

 

 

 

 

 

１枚でマイナンバー確認

と本人確認が可能 

 

           ＋           又は 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           ＋          ＋ 

通知カード又はマイ

ナンバー入の住民票

運転免許証 パスポートなど

☆写真付きの公的身分証明証は１点で可能

写真付きの身分証明証が準備できな

い方は ↓ 

通知カード 
健康保険証など 年金手帳 又はマイナンバー

入り住民票 

☆写真のない公的身分証明証の場合は２点必要です 



 

 平成２９年分の申告から、従来の医療費控除に加え、「セルフメディケーション税制」が開始さており

ます。この制度により、従来では医療費控除の対象とならなかった方でも、控除の対象となる場合があ

ります。 

医療費控除の新しい選択肢として 

セルフメディケーション税制が創設されました。 

 

�どのような人が該当するのか？ 

 セルフメディケーション税制の適用要件は２つだけです。 

 下記の２つの要件をどちらも満たすことで該当します。 

 

 １．年間で特定の一般用医薬品（スイッチＯＴＣ医薬品）を１万２千円超購入している。 

 ２．所得税・住民税を納めている本人が、健康の保持増進及び疾病の予防への一定の取り組みを行っ

ていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※具体例は別紙「セルフメディケーション税制の明細書」の裏面に記載しております。 

★１のスイッチＯＴＣ医薬品とは、約１，５００品目にのぼる対象商品のことで、店頭では「セルフ

メディケーション」「税控除対象」と記載された識別マークの記載や、レシート等に記載されている対

象商品である旨の印字を目印にしてください。 

★２の一定の取り組みとは、主に以下の取り組みを申告者本人がひとつでも実施すれば、一定の取り

組みとして認められます。（添付または提示が必要となります） 

・インフルエンザの予防接種または定期予防接種（肺炎球菌感染症等）の領収書又は予防接種済証 

  申告には別紙明細書の添付が必要です。できる限り作成願います。 

 

 

 

 

★年間の合計金額の違い 

 ふたつの制度の一番大きな違いは、申告の対象となる年間の合計金額の違いです。 

 セルフメディケーション税制では対象商品の年間購入金額の合計が１万２千円を超えれば申告できま

す。 

 一方、従来の医療費控除制度では、年間の医療費の合計が１０万円（※）を超えないと申告できませ

ん。 

 ※所得２００万円以上の場合です。 

 

・町のがん検診の領収書又は結果通知表 

・職場で受けた定期健康診断の結果通知表 

・特定健康診査の領収書又は結果通知表 

・人間ドックやがん検診をはじめとする各種健診（検診）の領収書又は結果通知表 

※検診結果部分につていては、黒塗りや切り取りなどをした写しで差し支えありません。 

セルフメディケーション税制と医療費控除の違いについて 

裏面にはどちらの制度が有利となるのかフローチャートを作成しましたの

で、あくまでも参考程度にご活用ください。 



☆有利判定フローチャート☆ 

▼総所得金額等２００万円以上の人用 

 

 

 
年間医療費が 

 
①１０万円以下 

 
②１０万超 

スタート 

① 

② 
スイッチＯＴＣ医薬品の年間購入額が 

①１万２千円超   ②１万２千円以下 

① 

スイッチＯＴＣ医薬品の 

年間購入額が 

①１万２千円以下 

②１万２千円超 

① ② 

年間医療費が 

①１８万８千円以下  ②１８万８千円超 

どちらの制

度も適用さ

れません 

① 

その他医療費が 

①８万８千円以下  ②８万８千円超

① 

セルフメディケーション税制 

② 

② 

② 

従来の医療費控除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」 

▼総所得２００万円未満の人用 

 
スタート 

スイッチＯＴＣ医薬品の年間購入額が 

①１万２千円超   ②１万２千円以下 

年間医療費が 
② 

①総所得金額等５％以下 

②総所得金額等５％超 
① 

① 年間医療費が 

①総所得金額等５％＋８万８千円以下 

スイッチＯＴＣ医薬品の 

年間購入額が 

①１万２千円以下 

②１万２千円超 

②総所得金額等５％＋８万８千円超

① ② 

どちらの制

度も適用さ

れません 

① ② 

その他医療費が 

①総所得金額等５％－１万２千円以下 

②総所得金額等５％－１万２千円超 

② 

① ② 

従来の医療費控除 セルフメディケーション税制 



　　　 年分　医療費控除の明細書

住　所 氏　名

１　医療費通知に関する事項

２　医療費（上記１以外）の明細

(4) (5)

□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □

支払った
医療費の額

(4)のうち生命保険
や社会保険などで
補てんされる金額

円円

　 医療費通知（※）を添付する場合、右記の ～ を記入します。

　※医療保険者が発行する医療費の額等を通知する書類で、次の６項目が
      記載されたものをいいます。
　 （例：健康保険組合等が発行する「医療費のお知らせ」）

(1) 医療を受けた方の
　  氏名

診療・治療

医薬品購入

診療・治療

医薬品購入

診療・治療

医薬品購入

診療・治療

医薬品購入

診療・治療

医薬品購入

診療・治療

(2)

 

(3)

 円

(2)のうち生命保険
や社会保険などで
補てんされる金額

円

(1)のうちその年中に
実際に支払った医療費
の額

(1)　医療費通知に記載
        された医療費の額

円

その他の医療費

介護保険サービス

その他の医療費

介護保険サービス

介護保険サービス

その他の医療費

(3) 医療費の区分

介護保険サービス

その他の医療費

介護保険サービス

その他の医療費

(2) 病院・薬局などの
　  支払先の名称

医薬品購入

診療・治療

医薬品購入

診療・治療

平成
令和

            ※この控除を受ける方は、セルフメディケーション税制は受けられません。

こ
の
明
細
書
は
、

申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く

介護保険サービス

その他の医療費

介護保険サービス

その他の医療費

介護保険サービス

「医療を受けた方の氏名」、「病院・薬局などの支払先の名称」ごとにまとめて記入する
ことができます。上記１ に記入したものについては、記入しないでください。

①被保険者等の氏名、②療養を受けた年月、③療養を受けた者、

④療養を受けた病院・診療所・薬局等の名称、⑤被保険者等が支

□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □

  

A
円

B
円

３　控除額の計算
円

A

B

C

D

E

F

G

 申告書第一表の「所得金額」の合計欄の金額を転記します。
 (注)　次の場合には、それぞれの金額を加算します。
 　　・ 退職所得及び山林所得がある場合・・・その所得金額
 　　・ ほかに申告分離課税の所得がある場合・・・その所得金額
 　　　（特別控除前の金額）
 　　なお、損失申告の場合には、申告書第四表（損失申告用）の

 　　「４繰越損失を差し引く計算」欄の  の金額を転記します。E と10万円のいずれか
少ない方の金額

医療費控除額
（ C F ）

支払った医療費

保険金などで
補てんされる金額

差引金額
（ A   -   B ）

所得金額の合計額

D  × 0.05

２の合計

医療費の合計

診療・治療

医薬品購入

診療・治療

介護保険サービス

その他の医療費

介護保険サービス

その他の医療費

介護保険サービス

その他の医療費

介護保険サービス

診療・治療

医薬品購入

診療・治療

医薬品購入

診療・治療

医薬品購入

診療・治療

医薬品購入

介護保険サービス

その他の医療費

介護保険サービス

その他の医療費

その他の医療費

介護保険サービス

その他の医療費

介護保険サービス

その他の医療費

医薬品購入 く
だ
さ
い
。

その他の医療費

医薬品購入

診療・治療

医薬品購入

診療・治療

医薬品購入

申告書第二表の「所得から差し引かれる金額

に関する事項」の医療費控除欄に転記します。

申告書第一表の「所得から差し引かれる金額」の医療

（ ＋ ） （ ＋ ）

（合計）

（赤字のときは0円）

（赤字のときは0円）

（最高200万円、赤字のときは0円）
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G（ C   －   F ） 費控除欄に転記します。









【注意】全体を通して午前中が大変混み合います。

月 / （水） / （木） / （金） / （月） / （火）

0

休日 3月8日（日）

申告の受付・相談日程表

１．還付者のみ　　給与還付者・年金者申告受付（場所／役場庁舎内）

１月 1/28（火） 1/29（水） 1/30（木） 1/31（金）

対象地区 本町・中央町 本町・中央町 北星町 北星町

受付時間 9：00～16：00 9：00～16：00 9：00～16：00 9：00～16：00

２月 2/3（月） 2/4（火） 2/5（水）

対象地区 東町 新冠沢　西泊津～泉

受付時間 9：00～16：00 9：00～16：00

2/6（木） 2/7（金） 2/10（月）

対象地区 大狩部・共栄・東川・美宇・新和・太陽・里平 節婦町

受付時間 9：00～16：00 9：00～16：00

２．確定申告　　町内移動申告受付期間　（場所／下記のとおり）

２月 2/12（水） 2/13（木） 2/14（金） 2/17（月） 2/18（火）

移動
申告
会場

　美宇・新和・太陽
　・里平 東川・共栄 新栄・泉・若園 朝日・緑丘・古岸 節婦１区～４区

新和生活館 東川生活センター 新栄生活センター 緑丘生活センター 節婦生活館

9：30～13：00 9：30～13：00 9：30～13：00 9：30～13：00 9：30～15：00

2/19（水） 2/20（木） 2/21（金） 2/25（火） 2/26（水）
節婦５区～７区

大狩部
大富・万世・明和 本町 北星町 中央町

節婦生活館 万世生活センター 本町多目的交流センター 役　場 役　場

9：30～13：00 9：30～13：00 9：30～15：00 9：00～16：00 9：00～16：00

2/27（木） 2/28（金）

東町 東西泊津・高江

役　場 役　場

9：00～16：00 9：00～16：00

３．確定申告　　上記期間中に来られなかった方（場所／役場庁舎内）

３月 3月2日（月）　～　3月16日（月）

受付時間 朝9：00　～　夜19：00（最終日は16：0 まで）

４．確定申告　　平日に来庁することが困難な方（場所／役場庁舎内）

休日
申告

3月8日（日）

朝9：00　～　夕方16：00
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